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「ひびしん地域密着型金融推進計画」の取組みについて 

 福岡ひびき信用金庫では、平成２１年８月に「ひびしん地域密着型金融推進計画」（平成２１年度～２３年度）を公表いたしました。今回は３ヵ年の取

組みのうち、平成２１年４月から平成２２年３月までの取り組み状況につきましてお知らせいたします。 

 この「ひびしん地域密着型金融推進計画」では、信用金庫が持つ「つなぐ力」をさらに進化させ、会員や地域社会の様々な主体との「連携」を一段と

強化し、地域の持続的な発展を目指して、１．地域密着型金融の深化、２．独自性のさらなる発揮、３．永続性ある経営の確立を主要な柱として取り

上げております。 

 役職員一人ひとりが現在の状況や背景にある要因をしっかりと理解し、「地域のためにできること」を地域の人たちと手を携えながら取組み、解決して

いきたいと考えております。 

「「「ひひひびびびしししんんん地地地域域域密密密着着着型型型金金金融融融推推推進進進計計計画画画」」」   

『 次世代への伝承・つなぐ力 発揮 ２００９ 』 

信用金庫が持つ「つなぐ力」をさらに進化させ、会員や地域社会の様々な主体との「連携」を一段と強化し、地域の持続的な発展を目指していく。 
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基基基   本本本   施施施   策策策   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．地域密着型金融の深化  

地域金融機関として、地域密着型金融への取り組みを通

じて、地域社会の活性化や持続的な発展を目指す。 

２．独自性のさらなる発揮  

協同組織金融機関として、‟ひびしん”の独自性をさら

に発揮する。 

３．永続性ある経営の確立  

内部管理態勢の整備と経営効率の向上、次世代の人材教

育と継承による、永続性のある経営の確立に努める。 

 

   地地地域域域のののたたためめめにににででできききるるるこここととと      

 

役職員一人ひとりが現在の状況や背

景にある要因をしっかりと理解し、

「地域のためにできること」を地域

の人たちと手を携えながら取組み、

解決する。 
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「ひびしん地域密着型金融推進計画」の取組み状況（平成２１年度） 

 

分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

地域密着型金融の進化 

 課題解決型金融の強化 

  事業支援など高付加価値の提供 

   目利き機能の向上をはじめ事業価値を見極める融資(不動産担保・個人保証に過度に依存しない融資)の徹底 

    会計参与制度の活用や｢中

小企業の会計に関する指

針｣の普及 

平成18年5月の会社法施

行により、会計参与制度が

創設され、また「中小企業

の会計に関する指針」が公

表された。中小企業会計の

質的向上には普及を推進

する必要がある。 

ＴＫＣ北九州支部と提携

して、会計参与制度の普及

や中小企業会計の精度向

上を推進する。 

ＴＫＣ北九州支部と提携

して、ＴＫＣ会員税理士の

推薦を受けた中小事業者

を対象に新商品を開発し

た。現在取扱件数は4件で

ある。 

【評   価】 

提携商品をステップに組

織的に普及を推進する。 

【今後の課題】 

継続的な連携及び営業店

への意識浸透 

    動産・債権譲渡担保融資、

ＡＢＬ等の活用 

担保・保証。連帯保証人に

過度に依存せず、企業の財

務内容や将来性に着目し、

又資金ニーズに対応して

いくため的確に対応して

いく。 

機械・設備担保融資であ

る「しんきんＭｅサポー

ト」や「トラック車両ロ

ーン」の推進、また、信

用保証協会商品である流

動資産担保融資（協会Ａ

ＢＬ）を推進する。 

信金中央金庫と連携した

「しんきんＭｅサポート」

の取扱を19年3月に開始

した。本制度のスキーム

は、信金中央金庫が当金庫

と取引先との対象取引に

関して、取引先が譲渡担保

として提供する設備の価

値相当額の限定根保証を

行い、信金中央金庫の当該

保証債務をリース会社が

保証するものであるが、取

扱によりある程度のノウ

ハウは蓄積できた。 

 

 

【評   価】 

ＡＢＬに関しての知識は

ある程度蓄積できた。 

【今後の課題】 

営業店へのノウハウ移転

や取引先の認識の改善 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    様々なコベナンツの活用 適切に債務者の経営等を

制限・監視することで事業

キャッシュフローやバラ

ンスシートを一定の水準

に維持することでリスク

を低減させること。 

現在、コベナンツ条項を

付した融資先は１２先あ

るがいずれもシンジケー

トローンとしての取組み

であり、すべてレンダー

としての参加である。 

財務制限条項を含むコベ

ナンツ条項について相応

の知識は修得できた。又パ

ソコンによるコベナンツ

管理システムの整備を行

った。 

【評   価】 

今後は、信用リスクの計量

化と並び、コベナンツの活

用をさらに進めたい。 

【今後の課題】 

コベナンツは対象範囲が

広くコベナンツ条項の活

用についてはさらに研究

が必要 

   中小企業に適した資金供給手法の徹底 

    シンジケートローンの活

用 

当金庫のシンジケートロ

ーン第１号は、平成17年

5月に北九州市に対し取組

みをしたもので、方針とし

ては担保・保証に過度に依

存しない融資として、又シ

ンジケートを組むことで

リスクの分散が図れる等

によるものである。 

シンジケートローンにつ

いては、全てレンダーと

しての参加であるが、近

年は独立行政法人に対す

る融資が増加した。 

シンジケートローンとし

て以下の融資を行った。 

・地公体に対し 1,397 百

円を実行した。 

・独立行政法人 1 社に対

し 1,500 百万円（借換

え）の融資を実行した。 

・Ａ社、Ｂ社、Ｃ社の 3

社に対し合計 810 百万

円を実行したが、内 2

件 760 百万円は同額更

新 

・シンジケートローンにつ

いては、現在15社・29

件の取扱がある。内容

は、地公体向けのほか、

ＰＦＩ融資、ノンリコー

スローン、コミットメン

ト型シンジケートロー

ン等各種融資あり 

・コベナンツ管理も含め相

応のノウハウは修得で

きた。 

【評   価】 

取扱に当たっては、仕組み

や他行の取扱状況とリス

ク面も併せ、信金中央金庫

の指導を受けながら、審査

部内でも勉強会を行い、習

得を図った。特に、コベナ

ンツ管理については不十

分であったが、平成21年

2 月にコベナンツ管理要

領を制定し、パソコンでの

システム管理の構築を行

った。 

【今後の課題】 

企業の将来性や返済原資

を確実に行いリスクにつ

いての意識付けと、信用コ

ストが発生しないよう十

分な管理を行うこと。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    新ＴＫＣ提携ローンの活

用 

中小企業の税務・会計・経

営に関する相談相手とし

て税理士は非常に重要な

役割を果たしている。税理

士の専門家組織であるＴ

ＫＣの会員との連携をよ

り深め、精度の高い財務分

析を行い、併せて顧客の定

性情報を十分に考慮し、中

小企業の資金ニーズに対

するもの。 

新ＴＫＣ提携ローン「スク

ラム」の推進 

平成20年8月1日より、

中小企業経営者・税理士・

福岡ひびき信用金庫が一

体・相互協力して、企業の

経営計画策定を行い、その

計画に基づき妥当性に基

づき融資を行う提携新融

資商品「スクラム」を開

発・販売した。 

【評   価】 

提携新融資商品「スクラ

ム」については、取り扱い

件数は数件である。今後

は、当金庫職員やＴＫＣ会

員相互について、理解は深

め取り組みを強化してい

く。また、融資商品の取り

扱いだけに止まらず、ＴＫ

Ｃ会員と相互連携した中

小企業支援体制を進め、地

域の中小企業の活性化に

資する。 

【今後の課題】 

営業店への浸透とＴＫＣ

会員税理士との連携 

   身近な情報提供・経営指導・相談 

    公的制度等に係る情報提

供 

中小企業基盤整備機構と

業務連携を行い、地域にお

ける中小企業への支援、ベ

ンチャーの育成、産業用地

の利用・活用の推進、共済

制度の普及・加入促進、そ

の他中小企業に役立つ情

報交換などの分野に係る

両者間での連携を円滑に

するため、相互に協力し、

地域経済の活性化と中小

企業支援の促進に寄与す

る。 

定期的な情報交換や相談

案件紹介を行い、中小企

業基盤整備機構の様々な

機能を活用し、連携して

中小企業の支援を行う。 

・中小企業基盤整備機構の

農商工連携・地域資源活

用のプロジェクトマネ

ージャーを招聘しての

セミナーを実施した。 

・九州域内の県や市等の行

政機関、中小企業団体中

央会や工業技術センタ

ー等の支援機関、政府系

及び民間金融機関との

コミュニケーションを

密にし、連携強化が図れ

た。 

【評   価】 

一定のネットワークの形

成や連携は実施できた。 

【今後の課題】 

組織的な連携の強化 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    資金繰りや売上げ等に係

る経営改善指導 

中小企業の経営改善を行

っていくには中期の改善

計画を立案しその企業の

力やノウハウなどの強み

を明確にし、確実な経営管

理を実施しながら改善に

取組む。 

・平成20年5月より取組

んでいる、地域力連携

拠点事業の一環とし

て、公認会計士・中小

企業診断士を招聘して

の取引先向け個別経営

相談会を5回実施した。 

・毎年実施している審査

トレーニーを融資役席

者対象に年間 6 回実施

した。 

・平成21年10月14日～

10月16日の両日、融資

案件担当者が企業調査

講習会に参加した。 

様々な外部研修や内部研

修を経て、営業店において

も取引先に対する財務内

容などから実務的な業務

改善指導について意識の

高揚が図られている。 

【評   価】 

個別経営相談会により、一

定の成果をあげる事が出

来た。 

【今後の課題】 

個別経営相談会の継続 

    財務書類の作成、後継者育

成等に係る相談 

中小企業診断士有資格者

や外部専門家による研修

を充実させ、取引先からの

課題や経営相談に対し、対

応できる能力のレベルア

ップを図る。 

平成20年5月より取組ん

でいる、地域力連携拠点

事業の一環として、公認

会計士・中小企業診断士

を招聘しての取引先向け

個別経営相談会を 5 回実

施した。 

個別経営相談会により、取

引先企業の経営課題に対

する助言や指導が行えた

ものと思われる。 

【評   価】 

今後とも、中小企業の発展

と地元経済の活性化に寄

与することを目的とし、個

別経営相談会の実施や各

種セミナーを開催してい

く。 

【今後の課題】 

継続的な支援 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  中小企業のライフサイクルに沿った取組み 

   事業再生 

    中小企業再生支援協議会

の活用(全国組織の活用) 

中小企業再生支援協議会

版ＤＤＳによる再生可能

性を中小企業再生支援協

議会と協力し支援するも

の。 

21年 1月に中小企業再生

支援協議会に案件を持ち

込み、株主責任、経営者

責任を組み込む経営計画

書を策定した。協議会が

計画書を検証後、取引金

融機関に説明後計画案が

了承された。 

21 年 3 月に中小企業再生

支援協議会版ＤＤＳを行

った。 

・ＤＤＳ実施による金利減

免により財務改善に寄

与 

・タイトになっていた資金

繰りからの開放 

【評   価】 

中小企業再生支援協議会

版ＤＤＳは破綻懸念先を

対象とした再生手法であ

り、要旨を十分理解し株主

責任と経営者責任を明確

にすることで活用できた。

今後も適宜取組む。 

【今後の課題】 

ＤＤＳ手法の尚一層の研

究とリスク面の把握 

    ＤＤＳの活用 20年11月7日公表された

中小企業再生支援協議会

版ＤＤＳは中小企業再生

手法として有効と判断し

た。当金庫も平成 21 年 3

月に実行した。又、経営不

振に陥っている別の企業

に対し再生するため、従来

型のＤＤＳを実施した。 

・中小企業再生支援協議

会に再生計画を提出

し、協議会から派遣さ

れた会計士、中小企業

診断士が計画を検証し

た。全取引金融機関が

再生計画を承認した。 

・従来型ＤＤＳについて

検討を重ねながら他行

の同意を得るための交

渉を行った。併せて、

企業の債務を企業の資

本に交換する手法であ

るＤＥＳを実施した。 

・平成21年3月に協議会

版ＤＤＳを実行した。中

小企業で破綻懸念先に

対する再生スキームと

して協議会版ＤＤＳの

活用範囲は大きい。 

・平成22年3月に従来型

ＤＤＳの実行と、ＤＥＳ

についても併せ実施す

ることで他行のリスケ

を促すことが出来、該当

企業の再建スキームを

始動させることができ

た。 

 

 

 

【評   価】 

契約書を精査しコベナン

ツを検証することでノウ

ハウの蓄積ができた。 

【今後の課題】 

再建よりも回収順位が劣

後するなどデメリットの

部分の認識 



7 

 

分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    信用保証制度の適切な活

用を踏まえたＤＩＰファ

イナンスの活用 

事業再生先に対し支援を

目的として保証協会保証

付事業再生保証融資の活

用を推進するもの。 

認証支援機関の指導や再

生計画を策定した企業で

再生の可能性が確認でき

れば対応する。 

ＤＩＰファイナンスにつ

いて今年度は取組みの実

績はないが、過去平成 15

年度に1件50百万円の取

組みを行った。 

【評   価】 

再生支援先への運転資金

需要に対しては保証協会

保証付事業再生保証融資

の活用を検討する。 

【今後の課題】 

再生支援先の一層の内容

把握とＤＩＰファイナン

スの研究 

   創業・新事業支援 

    新連携・産学間の連携 事業に対して前向きな経

営者に対してタイムリー

な支援が出来るようパイ

プ役となる 

小企業基盤整備機構や各

大学やベンチャーキャピ

タルと創業・新事業進出

について情報交換してい

る。 

今年度は、新連携の承認認

定はない。産学官について

は、継続的に情報交換中で

ある。 

【評   価】 

平成21年度は、九州経済

産業局が実施する「地域力

連携拠点事業」の委託を受

け実施した。地域力連携拠

点事業」とは、中小企業の

支援に関する専門的な知

識、能力及び経験を有して

いる応援コーディネータ

ーが中心となって、中小企

業の課題解決の支援を行

うもの。また、外部専門家

や各支援機関、国・地方公

共団体の支援施策等を活

用しながら中小企業の支

援を行う。 

【今後の課題】 

継続的な支援の強化 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    再チャレンジ信用保証制

度の活用 

創業・新事業支援のため、

保証協会再挑戦保証制度

を主体に事業支援するも

の。 

創業者等からの資金相談

があれば再チャレンジ信

用保証制度を検討する。 

現在のところ取扱実績は

ないが今後も継続的に行

っていく。 

【評   価】 

該当先があれば再挑戦保

証制度について対応して

いく。 

【今後の課題】 

対象先の発掘と継続的な

支援 

   事業承継 

    相続対策のコンサルタィ

ング、株式買い取りに関す

る資金面の支援やＭ＆Ａ

のマッチング支援 

中小企業経営者の高齢化

が進む中、中小企業の廃業

率が開業率を上回るなど、

中小企業数は趨勢的に減

少している。しかし、廃業

した企業の中には、他社へ

の売却や後継者が存在し

たならば事業継続可能で

あった企業も存在する。地

域金融機関として事業承

継を積極的に支援し、地域

経済活性化を行う。 

・業務提携先である日本

Ｍ＆A センターやしん

きんキャピタルへの事

業承継案件の相談 

・事業承継セミナーの開

催 

・地域のブリッジファン

ドへの出資 

・平成15年 1月 28日、

しんきんキャピタル、

日本Ｍ＆Aセンター、会

計事務所及び当金庫と

の 4 者にて契約書を締

結し、顧問弁護士や司

法書士等と相談できる

体制を構築 

 

 

 

 

 

 

 

・事業承継支援の前提とし

ての企業価値評価方法

については、整備を行っ

ている。 

・地域のブリッジファンド

への出資を行い、現在フ

ァンドのＧＰとの情報

交換や支援体制の整備

を行なっている。 

【評   価】 

当金庫取引先からの事業

承継にかかる相談を受け

付けているが、いまだ十分

な対応が出来てはいない。

今後も引き続き、各種研究

会・セミナーに参加し、ノ

ウハウの蓄積、ネットワー

クの構築に取り組んでい

く。 

【今後の課題】 

ノウハウの蓄積・支援体制

の整備 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    法務、財務、税務等の外部

専門家と連携した取組み 

中小企業経営者の高齢化

が進む中、中小企業の廃業

率が開業率を上回るなど、

中小企業数は趨勢的に減

少している。しかし、廃業

した企業の中には、他社へ

の売却や後継者が存在し

たならば事業継続可能で

あった企業も存在する。地

域金融機関として事業承

継を積極的に支援し、地域

経済活性化を行う。 

・地域のブリッジファン

ドへの出資 

・地域力連携拠点事業へ

の取り組み 

・事業承継にかかる専門

家の組織化 

・事業承継セミナーの開

催 

・事業承継支援センター

との連携 

事業承継の相談に対して、

外部専門家を派遣した実

績はないが、外部専門家と

の協力・連携体制は整備さ

れつつある。今年度は、地

域のブリッジファンドへ

の出資を行い、ファンド運

営のＧＰや全国ネットワ

ークのＧＰとの連携によ

り、各種専門家との連携は

強化出来た。 

【評   価】 

今後も引き続き各種研究

会・セミナーに参加し、ノ

ウハウの蓄積、ネットワー

クの構築などをおこない、

営業店からの相談案件に

ついて外部専門家や外部

機関との連携を模索しな

がら対応を図る。また、今

後地域の事業承継支援セ

ンターとの連携も図って

いく。 

【今後の課題】 

再生可能な企業の財務内

容を含む目利き力の強化

と外部専門家との連携の

強化 

  個人のライフプランを支援する取組み 

   レディス・セットプランの検討 女性のための制度の見直

しが社会では進められて

おり、金融商品についても

検 

討が必要であると考慮し

た。 

 

 

 

 

 

 

融資金利を通常のフリー

ローン金利より低めに設

定した「女性専用フリー

ローン」を検討 

検討中であり、現在のとこ

ろ商品化していない。 

【評   価】 

検討中であり、評価段階で

はない。 

【今後の課題】 

「女性専用の住宅ローン」

の検討も課題 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   新商品：｢子育て応援プラン｣の推進 経済環境悪化の折、シング

ルマザーの増加等、子育て

に際し財政的に厳しい世

帯が増加してきている中、

金融機関としてこれまで

対応出来ていなかった、産

休中の方への融資機能や

小口の子育て関連資金へ

の低利融資の特徴をもつ、

子育て専用ローンを導入

することで、世間全体の少

子化対策としての子育て

応援の流れを支援してい

くもの。 

本商品を当金庫の既往商

品である子育て応援シリ

ーズの第 4 弾の位置づけ

とし、他の子育て応援商

品と合わせた仮申込書付

の専用チラシを作成、営

業店職員による店周ロー

ラーや当金庫ＨＰ等でも

積極的に告知活動を実施

した。 

特殊な性格を持つローン

でもあり、実行は 4 件の

3,470千円にとどまった。 

【評   価】 

実行件数自体は少なかっ

たものの、これまでの当金

庫商品では対応しきれな

かった産休中の方からの

申込み等が図れており、導

入による一定の効果はみ

られた。 

【今後の課題】 

子育て世帯に対し、当金庫

の子育て応援商品を含め

た積極的なＰＲの実施 

   団塊世代向け定期積金の検討 団塊世代の退職者の増加

に伴い、退職後、年金を受

給するまでの間、安心して

暮らせるためのつなぎ資

金として、退職前から準備

し積み立てて頂くことを

目的に検討することとな

った。 

21年 5月に「傷害保険付

定期積金『そなえ積金』」

を発売し、総額25億円の

契約を獲得した。これに

伴い、定期積金新商品の

検討を一時止めていた。 

まだ、発売までに至ってな

く、成果はない。 

【評   価】 

まだ、発売までに至ってな

く、評価はない。 

【今後の課題】 

団塊世代の退職が来年度

で終えるため、積立期間が

短く積金としての魅力が

薄れる。したがって、今後

は、退職を数年後に控えた

方を対象として検討した

い。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

 地域との連携強化 

  地域の中小企業に対する情報仲介機能の発揮 

   コンサルタィング能力・態勢の強化

やビジネスマッチング等を活用し

た支援 

中小企業診断士有資格者

を中心に、外務専門家との

連携を深め、研修の充実と

経営相談や支援能力のレ

ベルアップを図るため。 

・各種セミナーや交流会

への参加を積極的に行

い、中小企業診断士、

弁護士、公認会計士、

税理士、民間コンサル

タント業者と連携し経

営相談に対応する態勢

を整備している。 

・平成21年度九州経済産

業局地域力連携拠点事

業への取組みを行って

いる。 

・各種セミナーの実施 

・中小企業等が抱える専門

性が高い経営課題の解

決に対しては、当金庫単

独では対応、支援するこ

とが難しく、専門家と連

携しての経営改善支援

を行っている。 

・専門家との情報交換やネ

ットワーク作りに対し

ては一定の成果を挙げ

ることが出来た。 

【評   価】 

当金庫職員向け研修や専

門家とのネットワーク作

りにより、取引先である中

小企業向け経営改善支援

のコンサル能力の向上に

は一定の成果を挙げた。今

後は引き続き各分野の専

門家を招き研修を実施し、

幅広い課題に対応出来る

ノウハウの蓄積を図って

いく。 

【今後の課題】 

当金庫職員の意識高揚と

外部専門家との連携の強

化 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   ｢ひびしんビジネスマッチング｣の

継続開催による取引先中小企業の

営業力強化に対する支援 

地域力連携拠点事業の一

環として、当金庫の顧客組

織である「ひびしん同友

会」「ひびしんニューリー

ダー会」をはじめとする取

引先中小企業の発展と地

域経済の活性化に寄与す

るため、当金庫のネットワ

ークを最大限に活かし、お

客様に新たなる出会いを

提供すること。 

「ひびしんビジネスフェ

ア2009」参加企業108社

に対するビジネスマッチ

ング仲介の継続 

平成21年2月20日「ひび

しんビジネスフェア2009」

開催以降47件の商談成約 

【評   価】 

商談成約件数等「ひびしん

ビジネスフェア２００９」

参加企業にはある程度の

評価をいただいていると

思うが、業種によりバラつ

きが見られる。特に参加企

業数の多かった製造加

工・建設関連業の商談成約

は低調であった。 

【今後の課題】 

北九州地区の企業相互間

あるいは北九州地区以外

（九州・中国地方からの参

加企業）との幅広いビジネ

スマッチングを行い、北九

州地区企業・地域の持続的

な発展を目指す。 

  地公体・地域関連機関等との連携 

   国、地公体との連携による中小企業施策の活用 

    地域力連携拠点事業への

取組み 

地域金融機関として中小

企業支援を行う地域力連

携拠点事業を受託し、地域

経済活性化に寄与するも

の。 

・随時窓口相談 

・個別経営相談会の実施

（予約制） 

・経営セミナーの実施 

・女性創業塾の実施 

様々な分野において、経営

相談を実施し、専門家と連

携して課題解決支援を行

った。 

【評   価】 

様々な取り組みにより地

域企業に対して一定の支

援が実施出来たものと思

われる。 

【今後の課題】 

当金庫職員の意識高揚と

外部専門家との連携の強

化 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   地公体との連携によるＣＳＲの取組み 

    市民のがん検診受診率向

上への取組み（医療機関へ

のアプローチ） 

「がん」による死亡が1981

年以降日本人の死因の第1

位を占め、年間30万人以

上の方が亡くなっており、

社会全体としてその対策

を推進して行こうとする

機運が高まってきた。その

中で、北九州市の「がん」

検診受診率を調べると、政

令指定都市では最低であ

った。北九州市に本店を置

く唯一の金融機関の社会

的使命として、「がん」検

診受診率向上の啓蒙活動

を行うことを考え、北九州

市及び保険会社との協働

で、「北九州市民を『がん』

から守るプロジェクト」を

立ち上げた。 

本プロジェクトを浸透さ

せるための活動拠点とし

て、当金庫の北九州市内

の39店舗、東京海上日動

火災、アフラック、富国

生命が各 1 店舗にて啓蒙

活動を行っている。具体

的には、拠点においてリ

ーフレット等で「がん」

検診受診を呼びかけ、検

診を受診し、アンケート

にお答えを頂いた方に記

念品を進呈している。 

平成21年7月13日協定締

結後のアンケート回収は、

平成22年2月末で当金庫

分723件、保険会社3社計

278件、合計1,001件とな

った。 

【評   価】 

協定締結後 7 ヵ月あまり

で、アンケート回収結果が

1,000件を超えたことは、

一応の成果があったもの

と思うが、本プロジェクト

により「がん」検診を受診

された方がどの程度いる

か数値は把握できていな

い。 

【今後の課題】 

本プロジェクトの普及活

動が、現状、リーフレット

の配布に止まっており、今

後、「がん」に関する講演

会やイベントによる啓蒙

活動の活性化が望まれる。 

   ＰＦＩへの取組み ・Ｂ大学研究棟の改修、施

設整備事業の実施にあ

たり、Ａ証券会社よりＰ

ＦＩ融資への参加依頼

があったもの。 

・当金庫初の取組でありノ

ウハウの蓄積を図りた

く参加のもの。 

福岡のＢ大学の研究棟施

設の設計、改修、維持管

理事業の実施にあたり、

その計画を実施する民間

事業者が特定目的会社

（ＳＰＣ）を設立し、そ

のＳＰＣに対し融資を行

った。返済は国の予算に

基づいており返済財源が

確保されている。 

 

現在2先の取扱いあり。 【評   価】 

2 先の取扱いによりノウ

ハウは蓄積できた 

【今後の課題】 

情報収集力の強化と営業

店へのノウハウ移転 



14 

 

分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  地域再生に取り組む｢地域市民｣との連携強化 

   地域経済全体を展望したビジョン

策定への支援 

地域経済全体の活性化は

地域金融機関としての使

命であり、当然取組むべき

ものであるため。 

平成 19 年 10 月より「北

九州商工会議所 まちづ

くり推進課」に職員を 1

名派遣している。主な内

容は北九州市が取組む小

倉・黒崎地区市街地活性

化推進構想事業の事務局

として従事している。 

「北九州市中心市街地活

性化協議会」、「北九州市基

本構想を考える市民会

議」、「北九州市にぎわいづ

くり懇話会」に参画 

【評   価】 

商店街活性化の実現に向

け様々な活動を展開して

いるが、問題も多く、大き

な進展はないが、情報を密

にし、積極的に協力してい

く。 

【今後の課題】 

平成22年3月で北九州商

工会議所への出向契約が

終了するが、平成22年度

も新たに職員を派遣する。

町づくりは行政と地域と

が一体となって取組むこ

とが重要であり、問題点も

多いが積極的に取組んで

いく。 

   ｢公民連携｣へのコーディネーター

としての参画 

地域金融機関の使命とし

て、地方公共団体主催の各

種事業には積極的に参画

してきており、今後とも継

続していく。 

北九州市主催のひまわり

塾、生涯学習塾への参加、

町おこしイベント、地域

の祭り等へ参加した。 

北九州市主催のひまわり

塾へ1名、生涯学習塾へ1

名参加 

【評   価】 

計画通りに実施できた。 

【今後の課題】 

今後とも出来うる限り積

極的に派遣、参加してい

く。 

   商工会議所等との連携 北九州商工会議所と連携

し、地域経済発展への貢献

にむけ、協力していく。 

北九州商工会議所へ19年

10 月から職員を派遣して

おり、今後も継続して派

遣し、情報を密に連携を

図っていく。 

黒崎地区、小倉地区のまち

づくり推進事業の事務局

として活動した。 

【評   価】 

めざましい進展はないが、

引き続き推進していく。 

【今後の課題】 

問題は多いが、情報を密に

積極的に取組んでいく。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   コミュニティ・ビジネスやＮＰＯへ

の支援・融資(マイクロファイナン

ス的な取組み等) 

人口減少が進む地域での

活性化には、ＮＰＯ法人へ

の融資にも取組む必要性

が大きい。地域金融機関と

して事業目的が確率し、社

会的資本の役割を持つＮ

ＰＯ法人に対して信用金

庫の金融機能の責務を果

たす。 

定例の融資会議でＮＰＯ

法人に対する基本姿勢を

営業店に周知させてい

る。代表者の事業構想を

確認し、ＮＰＯ法人でも

収益性や事業継続性が十

分に検証できれば取組

む。 

平成21年度は6件の67.9

百万円を取扱った。 

【評   価】 

ＮＰＯ法人でも雇用を確

保し、収益を上げる事業体

であることを認識し対応

している。環境分野のＮＰ

Ｏ法人等にも取組む。 

【今後の課題】 

ＮＰＯ法人の事業内容の

正確な把握と継続的な動

向の把握 

 戦略的地域貢献活動による持続可能性の向上 

  ｢地域活性化しんきん運動｣の推進 

   商店街応援キャンペーン｢１・８(市

場)ＤＡＹ｣継続実施 

平成20年7月16日「１・

８（市場）ＤＡＹ」を制定 

本制定は地元商店街で買

物をし、商店街の活性化を

応援するものである。今年

で2年目であるが、継続し

て応援をする。 

毎月18日までに1回以上

は地元商店街で買物を行

う。対象者は金庫役職員

および家族である。毎月5

日までに部室店毎に取り

まとめて、業務部に報告

し集計、買物の金額の制

限はしていない。 

平成20年度（1年目） 

（平成20年8月～平成21

年3月までの8ヶ月） 

買物件数 12,437件 

買物金額 31,897百万円 

平成21年度（2年目） 

（平成21年4月～平成22

年2月までの11ヶ月） 

買物件数 14,845件 

買物金額 33,341百万円 

【評   価】 

2 年目を迎え役職員に浸

透しており、全体の件数、

金額も上がっている。しか

し、月平均で見ると1年目

は1,554件、3,987百万円

であり、2年目は1,349件、

3,031百万円となり、対前

年では減少傾向となって

いる。 

【今後の課題】 

件数、金額を増やすために

もう一度役職員に協力要

請をする必要がある。地元

商店街に対し、応援してい

ることをもっとＰＲ出来

たら良いと思われる。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  地球環境、循環型社会づくりの貢献 

   省エネルギーへの取組み強化 

    電力、コピー用紙、ガソリ

ン等の使用量管理 

「京都議定書目標達成計

画」の閣議決定により、信

用金庫業界では、ＣＳＲの

一環として環境問題に寄

与するため、電力使用量の

削減を目標とし、温暖化対

策の数値目標を設定した。

これを受けて、当金庫で

は、電力のみにとどまら

ず、ガス、ガソリン、コピ

ー用紙に対象を広げ、エネ

ルギー削減への取組みと

した。 

・電力量については、平

成 19 年度を基準とし

て、平成20年度から24

年度までの5年間に6％

以上を削減する。 

・クールビズ、ウォーム

ビズの実施 

・コピー用紙使用量の削

減、再生紙の利用 

・営業車輌の台数・車種

の見直し 

・電力量 対前年度 

4.58%削減 対 19 年度 

10.56%削減 (本部・事

務センター) 

・ガス量 対前年度 

49.14%削減 対19年度 

61.80%削減 (本部・事

務センター) 

※電力・ガスの全店使用量

については4月に集計。 

※コピー用紙、ガソリンに

ついては、21 年度を基準

とするため4月に集計。 

【評   価】 

順調に使用エネルギーの

削減が図られている。特

に、電力・ガスについて、

今年度はクールビズや空

調機器の入れ替えなどが

功を奏し、大きな成果があ

った。 

【今後の課題】 

2008年から2012年の間に

温室効果ガス排出量を

1990 年比 6％削減が義務

付けられた「チーム・マイ

ナス 6％」運動が、2020

年までに 25％削減という

「チャレンジ25キャンペ

ーン」に生まれ変わったこ

とにより、さらなる努力が

必要となる。 

    クールビズ・ウォームビズ

の徹底 

電力消費量については、夏

季、冬季の空調機使用に伴

う電気量が大きなウェイ

トを占めており、これを削

減するものとして実施 

・6月～9月 室温28℃に

設定し、原則ノー上着、

ノーネクタイとする。 

・12月～3月 室温20℃

に設定する。 

・クールビズ実施中は、

ポスターの掲示、ワッ

ペンの着用等で職員の

意識の高揚を図る。 

使用電力量は対前年度

4.58%削減となり、削減に

寄与した。 

【評   価】 

実施2年目となり、定着し

た感がある。顧客の理解、

職員の意識も高まったと

考えられる。 

【今後の課題】 

クールアース・デイ（7月

7日）の取組み強化。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    エコドライブ ガソリン使用量削減方策

の一環として取り組む。 

・エコドラ北九州プロジ

ェクトにオブザーバー

参加。 

・カーシェアリングによ

る本部・営業店車輌の

見直しおよび削減。 

・営業車の買い替えの場

合は、低燃費車（軽自

動車）を購入する。 

・営業車輌の買い替え1台

（軽）、新規購入 2 台

（軽）、解約4台 

・バイク買い替え1台、解

約7台、車輌・バイク計

9台の削減 

・ガソリン使用量について

は、20 年度を基準とす

るため4月に集計 

【評   価】 

カーシェアリング、車輌台

数の見直しにより、使用台

数を削減することができ

た。軽自動車へのシフトと

併せ、ガソリン使用量削減

につながるものである。 

【今後の課題】 

・経済速度運転やアイドリ

ングストップの励行等、

職員への周知 

・燃費向上の為の資料作成 

   環境保護対策としての取組み 

    信用保証協会等と連携し

た環境分野に取り組んで

いる企業等に対する融資

支援 

国を挙げての温暖化対策

を認識し環境保護に対す

る意識を深め、環境保護等

に対応する商品を開発す

る企業を支援するため、保

証協会と連携し積極的な

資金援助を行うもの。 

環境問題への対応とし

て、環境保護対策に関す

る技術開発を業とする企

業への融資商品の開発や

環境保護対策を実施しよ

うとする企業への融資推

進を目指す。 

市制度融資「環境・エネル

ギー対策資金」の平成 21

年度の取扱実績はない。 

【評   価】 

21 年度の取扱実績はない

が今後も引続き環境対策

に対する意識を高揚させ

積極的に取組んでいく。 

【評   価】 

21 年度の取扱実績はない

が今後も引続き環境対策

に対する意識を高揚させ

積極的に取組んでいく。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

    カーボンオフセット付住

宅ローン、預金商品の検討 

環境問題に対する企業の

社会的責任を果たすため、

本業の金融機能を活用し

た環境配慮型金融商品の

提供により、環境分野への

ＣＳＲを取り組むことと

した。そのなかで、地球温

暖化対策として注目され

ているカーボンオフセッ

トを住宅ローンや預金商

品に連動させて、ＣＯ₂の

削減による地球温暖化防

止に貢献することを目的

に検討している。 

21年10月から北九州市環

境局主催の「北九州カー

ボンオフセット・エコポ

イント統合システム検討

準備会」に参加し、商品

開発に向け検討してい

る。 

カーボンオフセット付の

商品ではないが、住宅ロー

ンでは、既にオール電化・

ホットメリット住宅など

に対するエコ優遇商品が

あるが、さらに今年度、太

陽光発電設置住宅や家庭

用燃料電池「エネファー

ム」設置住宅に対しても、

金利の割引制度を併せて

導入した。 

【評   価】 

現在、カーボンオフセット

については、準備段階では

あるが、太陽光発電・家庭

用燃料電池設置住宅の住

宅ローンエコ金利割引に

ついて、家庭部門でのＣＯ

₂の削減による地球温暖化

防止に貢献できるものと

思われる。 

【今後の課題】 

カーボンオフセットの排

出権取引について、クレジ

ットの認証機関選定につ

いて 

検討が必要である。 

    エコ定期、エコ定期積金の

継続販売 

当金庫のＣＳＲとして、

「到津の森の自然を守る」

や「動物に対する思いや

り」という趣旨のもと環境

対策支援預金商品の第 3

弾として取組んだ。 

到津の森公園応援商品

「アニマルサポート定期

預金」を発売した。（平成

21 年 11 月 2日～平成22

年1月29日） 

・チラシを15万枚作成し、

お客さまへコンセプト

をお知らせした。 

・抽選で 500 名さまにグ

リーンジャンボ宝くじ

10 枚セット、1,000 名

さまに到津の森公園入

園券ペアチケットをプ

レゼントした。 

・募集目標：150億円 

定期預金募集実績 

募集件数 9,172件  

募集実績 174億円 

【評   価】 

「到津の森公園」を応援す

る趣旨は、お客さまへアピ

ールできた。 

【今後の課題】 

環境保護対策とマッチし

た商品提供を常に検討し

ていくことが課題 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  金融教育による地域社会づくり 

   地域を担う若い世代や高齢者への

金融知識の普及 

地域のために貢献するこ

とは地域金融機関として

の使命であり、今後も積極

的に貢献していく。 

若い世代に対しては、イ

ンターンシップの大学生

受入、中学校、高校生の

職場体験学習の実施。高

齢者層には年金相談会、

資産運用相談会を通じ、

金融教育を実践する。 

インターンシップ大学生4

名受入、中学生の職場体験

学習として１名受入、年金

相談会は各地区で年24回

開催、資金運用相談会は各

地区で年10回開催し効果

があった。今後も継続して

実施する。 

【評   価】 

中高生の職場体験学習受

入が少なかった。その他は

計画通り実施出来た。 

【今後の課題】 

若い世代へは金融知識の

普及として職場訪問実習

を中学、高校へ働きかけ

る。また、高齢者に対して

は年金相談、資産運用相談

をさらに充実させる。 

独自性のさらなる発揮 

 顧客基盤の一層の活性化 

  総代会の機能向上（実効性の確保）と会員組織の適切な運営 

   エリア別総代懇談会の定着化 Ｈ20.3 金融審議会第二部

会に「協同組織金融機関の

あり方に関するワーキン

ググループ」が設置され、

ガバナンスのあり方が論

点の一つとなった。その中

で、総代会の機能向上の要

請があり、業界の申し合わ

せ事項に沿って、金庫も対

応している。総代会に限定

することなく、総代の意見

を経営に反映させるため

実施 

エリア別総代懇談会開催

（年１回） 

・平成21年10月27日 

中央・西部・福岡エリア 

定員 74名 出席 60名

（81.1%） 

・平成21年10月28日 

北部・東部・南部エリア 

定員 76 名 出席  56

名（73.7%） 

・合 計 

定員 150 名 出席 116

名（77.3%） 

・支店別総代懇談会 

実施店舗 22店舗 

・会員からの意見聴取の手

段については、意見・要

望をアンケート形式で

実施しているが、総代懇

談会を開催することに

より、総代から直接意見

を聞くことができ、コミ

ュニケーションを図る

ことができた。 

・支店長と総代による懇談

会も22店舗が開催し、

営業店における総代と

の意見交換も活発に行

なわれた。 

【評   価】 

会員の意見を経営に反映

させるための取組みのひ

とつとして、有効に機能し

ていると思われる。 

【今後の課題】 

さらに有効な活動とする

ためには、懇談の時間を増

やすなど、時間配分の検討

も必要と思われる。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   総代会・総代に関する事項の開示 総代会機能向上策に関す

る業界申し合わせ事項の

中で、総代選任手続の透明

性については、情報開示で

対応することとしている。 

申し合わせの開示項目は

下記の通り 

・総代会の仕組み 

（総代会制度について） 

・総代候補者選考基準 

（総代候補者選考基準） 

・総代の選任方法 

（総代とその選任方法） 

（総代が選任されるまで

の手続きについて） 

・総代会の決議事項等 

（第58回通常総代会の決

議事項） 

・総代の氏名 

（総代名簿） 

※（ ）は、当金庫の開示

項目名 

・左記項目に加え、総代

の年齢別・業種別人員

構成をグラフで表示 

・ホームページ上に、デ

ィスクロージャー誌掲

載内容を開示 

開示内容の充実により、協

同組織運営に対する会員

の理解を深める一助とな

った。 

【評   価】 

業界申し合わせの開示項

目に加え、総代の属性別構

成比を表示し、さらにはホ

ームページ上でも開示を

行なっており、情報開示の

充実が図られた。 

【今後の課題】 

総代会の模様や会員の属

性別構成比の開示等につ

いては、検討の余地があ

る。 

   会員向け業務報告の内容充実 協同組織運営に対する会

員の理解を深めるため、財

務等の透明性確保が必要

であり、業務報告の内容に

ついて一層の充実に努め

る。 

・総代向け業務報告とほ

ぼ同内容で作成 

・毎年、会員へ送付する

「事業の報告」の中に

「ご意見をお聞かせく

ださい」のハガキを同

封 

ハガキ回収先 106件 【評   価】 

ハガキの同封は、広く会員

の意見を聞く有効な手段

となっている。 

【今後の課題】 

会員からの意見について

は即時対応を図ってきた

が、対応後の広報なども検

討すべきと思える。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  会員間の「横のつながり」を促す 

   顧客サークル活動の活性化 ひびしん同友会 

当金庫に取引を有する経

営者を対象とし、常に新時

代に処するに必要な知識

の向上と社会探求を行い、

会員相互の親睦と融和を

通じて事業の発展と利益

の向上、並びに地元産業の

発展に寄与することを目

的に発足した。 

ニューリーダー会 

当金庫に取引を有する若

手経営者および、将来取引

を期待できる若手経営者

を対象とし、新しい時代の

経営環境に適応できる経

営者に必要な知識の体得

と会員相互の啓発、事業の

発展を通じて地域社会の

活性化に貢献することを

目的に発足した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・講習会、研修会 

・経営講座、経営研修会 

・社会見学、優良企業見

学 

・懇親会 

・その他会員が希望する

趣味のクラブ活動 

会員相互の親睦および金

庫職員との親睦が図れる。 

【評   価】 

平成21年度の同友会エリ

ア行事では、各エリアから

400名から500名の参加が

あり盛況であった。 

【今後の課題】 

同友会については原則、エ

リア・支部単位で活動を行

っており、積極的に活動し

ているエリア・支部とそう

でない支部との差ができ

ている。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  地域を越えた業界ネットワークの活用 

   ｢しんきんふれ愛ネット｣等の活用 信金中央金庫より全国の

信用金庫に先駆けて、当金

庫にサイト立上げの協力

依頼があったものである

が、当金庫としてもビジネ

スフェアにおいて実施し

たマッチング業務の延長

線上の位置付けとして、引

き続き実施が必要な分野

の業務でもあることより、

今般取引先紹介を実施す

るものである。 

[運営主体](㈱ぐるなび) 

サイトの運営全般、掲載

商品のページ作成・更新 

[紹介者](当金庫) 

取引先への企画の案内、

取引先の紹介 

[出店者](当庫取引先) 

サイトへの商品掲載（原

稿作成・画像提供） 

 

（営業店）⇒ ①「信金サ

イトチラシ」にて案内 ⇒

（取引先）⇒ ②掲載承諾 

⇒（営業店）⇒ ③「掲載

エントリー用紙」送付 ⇒

（業務部）⇒ ④「同用紙」

ＦＡＸ送信 ⇒（ぐるな

び）⇒⑤申込書送付 ⇒

（取引先）⇒ ⑤掲載原

稿・画像データ送付 ⇒

（ぐるなび）⇒ ⑥サイト

掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

・信金業界独自のサービス

として、取引先にＰＲ可

能 

・実際のビジネスフェア以

外でも随時、取引先のマ

ッチング支援が可能 

・商品掲載企業の紹介者と

して、サイト上に当金庫

名が表示される 

【評   価】 

マッチングの機会をお客

様に与えることができた

ことがよかった。 

【今後の課題】 

認知度が低く、思ったほど

集まらなかった。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

 ガバナンス・情報開示の充実 

  タイムリーな経営情報の開示 

   お客様目線のディスクロージャー

誌の編集 

経営の透明性に対する近

年の社会的な要請に応え

るため、決算状況と地域貢

献活動などに関するタイ

ムリーな経営情報の開示

に努める。 

振り込め詐欺に関する注

意喚起、被害者救済法の

概要、犯罪被害資金の振

込口座照会フリーダイア

ル、また、キャッシュ・

カードの偽造・盗難に関

する暗証番号に関する注

意喚起、当金庫の不正引

き出し防止への対応、偽

造・盗難発生時の受付ダ

イアル、偽造・盗難被害

補償など、CSR、地域貢献

活動取組み状況のみなら

ず、顧客保護の観点から、

金融犯罪の標的になりや

すい高齢者への注意喚

起、当金庫の対応、相談

窓口などの情報を掲載し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度上半期ディス

クロージャー誌に掲載し

ている。 

【評   価】 

限られた紙面であり、緊急

度・重要度等を検討し、顧

客保護に関する事項を優

先的に掲載している。 

【今後の課題】 

協同組織金融機関の観点

から、相互扶助の経営理

念、地元への資金還元、日

常的な渉外活動や金融関

連の情報などについて、分

かりやすく、身近な情報と

して開示を工夫する必要

性を認識している。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   社会貢献活動、環境問題への取組み

の開示 

経営の透明性に対する近

年の社会的な要請に応え

るため、決算状況と地域貢

献活動などに関するタイ

ムリーな経営情報の開示

に努める。 

以下の項目についての情

報を開示している。 

・地域振興への貢献 

・サークル活動 

・地域行事、ボランティ

ア 

・ビジネスフェア 

・商店街応援キャンペー

ン 

・環境に向けた取組み 

・地域力連携拠点事業 

・地域密着型金融推進計

画 

・がん検診受診率向上に

向けた啓蒙活動 

以下のディスクロージャ

ー誌に開示している。 

・平成21年度ディスクロ

ージャー誌 

・平成21年度ミニディス

クロージャー誌 

・平成21年度第1四半期

ミニディスクロージャ

ー誌 

・平成21年度上半期ディ

スクロージャー誌 

・平成21年度第3四半期

ミニディスクロージャ

ー誌 

【評   価】 

地元商店街の活性化、地域

行事・ボランティアへの参

加、地場企業の支援などの

状況、また、CO２削減目標

値、電気・ガス使用量の削

減値、CO２換算の削減値な

どの計数情報を開示して

いる。 

【今後の課題】 

本業である金融機能を活

用して地球温暖化対策な

どに貢献していく「環境金

融」への取組みなどについ

ても開示して行く必要性

を認識している。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   半期決算導入に向けた態勢整備 現在、信用金庫について

は、法律に基づく半期決

算・半期開示に関する義務

付けはないが、信用金庫業

界では、「半期情報開示に

関する基本的考え方」を策

定し、法定開示に加えて9

月末にも情報開示を行う

ことを申し合わせている。

しかし、銀行では、統一さ

れた法制度、会計慣行に基

づき中間決算、半期開示を

すでに行っており、比較可

能性の面からも、これと同

等の対応を行い、経営の透

明性と地域や顧客とのコ

ミュニケーションを高め

ていく必要がある。 

9月末仮決算に基づき、主

として以下の項目を開示

している。 

・金融再生法ベースの債

務者区分による開示 

・自己資本比率 

・預金・貸出金の状況 

・有価証券の時価情報（有

価証券の種類毎の時

価、簿価、評価損益） 

・損益の状況 

・業務純益、経常利益、

当期純利益など 

・ＣＳＲ、地域貢献活動

の取組み、トピックス

など 

業界申し合せでは、努力目

標としている 3 月末決算

と同じ内容の債務者区分

や償却・引当などを行い、

これに基づき半期情報開

示を行っている。 

【評   価】 

業界での申し合せ「半期情

報開示に関する基本的考

え方」で示されている開示

頻度、開示時期、開示項目

などについてはクリアし

ている。 

【今後の課題】 

半期決算・半期開示導入に

向けた今後の制度上、会計

慣行の方向性および業界

動向に注視し、会計手法、

開示手法などの検討を行

い、開示すて行く必要性を

認識している。 

  利用者意見の経営への反映 

   調査会社への委託による顧客満足

度調査の実施と取組み 

平成17年度から「ひびし

んの成績表」にて顧客アン

ケートを実施していたが、

対象が来店客中心のため

偏った結果となっていた

ため、当金庫および他金融

機関の利用状況、お客様の

当金庫に対する評価やイ

メージ、意識、期待感をエ

リアごとに把握し、今後の

課題をより明確にするた

め実施した。 

平成20年度に全顧客の中

から任意に抽出した個

人・個人事業先 5,000 先

にアンケート調査票を郵

送し、30％にあたる1,500

先からの回収を目標にし

た。また、回答に対する

謝礼として抽選で 300 名

にギフトカードを進呈し

た。アンケートの雛型や

結果集計は統計の専門業

者に依頼した。 

平成20年度においては、

調査票の回収を実施（回収

数 1,570 票、回収率

31.4％）、結果については、

2008年度「業務のご案内」

に掲載し、当金庫の取組み

についてはＨＰのニュー

スに掲示している。 

【評   価】 

平成20年度は、アンケー

ト調査でいただいたご意

見・ご要望については、担

当部署に振り分けて検討

し、対応を進めており、平

成21年度の調査は実施し

ていない。 

【今後の課題】 

駐車場・ＡＴＭ台数等、未

解決の課題はあるも、可能

な限り対応を進めていく。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   改善へ取組みの進捗状況の開示 信用金庫は会員組織の協

同組織金融機関ではある

が、会員以外の利用者の比

率も高く、こうしたお客さ

まの支持を拡大し、信頼関

係をより強化するため、

「お客さまアンケート調

査」の調査結果に基づき、

当金庫への意見・要望を分

析・検討し、それに対する

改善事項への取組み状況

などを開示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用者意見の経営への反

映を図るため、「お客さま

アンケート調査」を実施

し、以下の項目を開示し

ている。 

・当金庫への意見や要望

の分類、内容、件数 

・調査結果に対する改善

への取組み状況 

平成21年度ディスクロー

ジャー誌に掲載している。 

【評   価】 

お客さま意見、要望を広く

外部に開示することで、職

員の認識、自覚の醸成を促

し、改善事項への取組強

化、業務運営への反映を図

った。 

【今後の課題】 

今後とも継続して実施し

ていく必要性を認識して

いる。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

永続性ある経営の確立 

 内部管理態勢の強化 

  法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化 

   コンプライアンス・プログラムの改

定 

従来のコンプライアン

ス・プログラムは、年度方

針の本文、上期・下期各月

の実施計画の策定となっ

ていたが、金融検査マニュ

アルの「法令等遵守態勢」

のチェック項目の中で、コ

ンプライアンス・プログラ

ムに関して高い位置付け

にあることから、21 年度

から新たに「重点方策」と

「実施事項」を明記するこ

ととした。 

・不正・不祥事件の未然

防止、再発防止を重視

した臨店検証およびコ

ンプライアンス態勢の

充実 

・コンプライアンス・マ

インド醸成のための研

修の実施 

・法改正に伴う各種規

程・要領・マニュアル

等の見直し 

・苦情・トラブルメール

に対する本部指導を強

化し、お客様からの貴

重な意見・要望・苦情

を金庫の経営改善に反

映させる 

・不祥事件や事務事故の

未然防止に向け、取組

として「ラッキーコー

ル」通報制度の周知徹

底と継続的活用の推進 

・法務リスクの対応（法

令遵守・顧客管理に関

するリスクの管理） 

 

 

・臨店検証は平成21年度

7件について実施（前年

度は2件） 

・コンプライアンス・マイ

ンド醸成のための研修

は平成21年度3回実施 

・各種規程・要領・マニュ

アル等の見直しは87件

について改定 

・研修資料として必須項目

以外に35件についてフ

ィードバック 

・平成21年度ラッキーコ

ールは 8 件（7 先）（前

年度は11件） 

・平成21年度法務相談は

100件（法務相談89件、

リーガルチェック 59

件）（重複あり） 

【評   価】 

不正や不祥事件の未然防

止、再発防止を重視したコ

ンプライアンス態勢の強

化を図ったが、平成21年

度は不祥事件が 2 件発生

した。 

【今後の課題】 

コンプライアンスの重要

性の認識について各部室

店で未だに温度差が見受

けられる。引き続き研修や

臨店指導を通じて、責任

者・担当者の指導を強化す

る必要がある。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   コンプライアンス臨店指導・研修の

徹底 

・不正・不祥事件の未然防

止のための臨店指導、再

発防止を重視した臨店

検証 

・コンプライアンス・マイ

ンド醸成のための研修

の実施 

コンプライアンス臨店指

導 

・全営業店について定例

臨店指導を実施した。 

・不正・不祥事件の未然

防止、再発防止を重視

した臨店検証を実施し

た。 

コンプライアンスに係る

研修 

コンプライアンス室は、

職員一人ひとりが法令等

の遵守を常に心がける企

業風土を醸成するととも

に、法令等を遵守して業

務を行なうため人事部と

協力して研修を実施し

た。なお金庫は代表理事

も講師等で参加するな

ど、研修に積極的に関与

した。 

コンプライアンス臨店指

導 

・平成21年度上期に全営

業店53店舗について定

例臨店指導を実施した。 

・臨店検証は6店舗（7回）

について実施した（前年度

は2店舗）。 

コンプライアンスに係る

研修 

・弁護士による研修

（21.06.20） 

・役員を対象にした研修

（21.08.07） 

・コンプライアンス責任者

を対象にした研修

（21.08.07） 

・役員によるコンプライア

ンス担当者を対象にし

た研修（21.10.21） 

・新入職員・中途採用職員

を対象にした研修

（21.04.03） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評   価】 

不正や不祥事件の未然防

止、再発防止を重視したコ

ンプライアンス態勢の強

化を図ったが、平成21年

度は不祥事件が 2 件発生

した。 

【今後の課題】 

コンプライアンスの重要

性の認識について各部室

店で未だに温度差が見受

けられる。引き続き研修や

臨店指導を通じて、責任

者・担当者の指導を強化す

る必要がある。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   ｢ラッキーコール｣の奨励～公益通

報者保護法の遵守 

「公益通報者保護法」遵守

の一環として、当庫役職員

等が自己または他人の業

務における法令等違反行

為等について、適切な処理

を定めることを目的とし

て平成19年4月にラッキ

ーコール取扱要領を制定

した。 

当庫役職員等が自己また

は他人の業務における、

次のケースにおいての適

切な処理を行なう。なお、

「公益通報者保護管理規

程」に基づき通報者等の

保護に資するものとして

いる。 

・法令等違反行為等の発

生報告 

・職場の風紀を乱す性的

言動（セクシュアル・

ハラスメント）、職務権

限を利用した人的嫌が

らせ（パワー・ハラス

メント）の報告。 

・顧客の風評等の報告、

および顧客からの問い

合わせ、相談、要望、

苦情 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21年度ラッキーコー

ルは 8 件（7 先）（うち 1

件は弁護士宛）あり、すべ

ての案件について速やか

な対応を実施し処理を終

了した。 

【評   価】 

研修や臨店訪問時の指導

により、全職員について

「ラッキーコール」の趣旨

は浸透している。 

【今後の課題】 

新入職員への啓蒙をはじ

め、引き続き周知を継続し

ていく。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   不祥事件・不正防止チェックリスト

作成 

不祥事件等を未然に防止

するために、四半期に一度

提出させていた「コンプラ

イアンス・チェックリス

ト」の内容のうち、不祥事

件・不正防止に係る項目を

独立させて「不祥事件・不

正防止チェックリスト」を

作成し、毎月の報告とし

た。 

・「コンプライアンス・チ

ェックリスト」は担当

者が作成し、「不祥事

件・不正防止チェック

リスト」は責任者が作

成することとし、責任

者と担当者の相互牽制

機能も持たせることと

した。 

・責任者が作成したチェ

ックリストは担当者が

検証し、コンプライア

ンス関連文書ファイル

に綴り込むこととし、

項目の一箇所でも△ま

たは×となった場合

は、コンプライアンス

室宛に原本を送付さ

せ、コンプライアンス

室が内容について検証

した。 

・新設のチェックリスト

のため、自店チェック

の要領について、平成

21 年度上期の全営業店

への定例臨店時に記入

についての指導を実施

した。 

 

 

 

毎月の職員に対する支店

長ヒアリングの結果も反

映させ、不祥事件・不正防

止のためのより実態に即

したチェックを励行させ

て、責任者・担当者が真摯

に熟考する効果を発揮し

ている。 

【評   価】 

不正や不祥事件の未然防

止、再発防止を重視したコ

ンプライアンス態勢の強

化を図ったが、平成21年

度は不祥事件が 2 件発生

した。 

【今後の課題】 

コンプライアンスの重要

性の認識について各部室

店で未だに温度差が見受

けられる。引き続き研修や

臨店指導を通じて、責任

者・担当者の指導を強化す

る必要がある。人事部との

連携の上で、職員に対する

支店長ヒアリングには「心

の相談室」的な役割を持た

せ、職員の悩みを吸い上げ

て、不祥事件・不正防止の

ためのコンプライアン

ス・マインドの醸成を強化

していく必要がある。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  顧客保護態勢の強化 

   投資信託購入顧客に対する｢アフタ

ーフォロー｣態勢の構築 

リーマンショック以降の

投信基準価額の下落によ

って、例外なく当金庫のフ

ァンド保有者は元本割れ

となった。今回の下落は

100年に一度といわれた出

来事であったが、長期保有

というスタンスを考慮す

ると、今回の下落要因、保

有ファンドの状況、見通し

をお客様に理解してもら

う必要があった。 

お客様の不安心理を払拭

するため、アフターフォロ

ー態勢を構築したが、現在

は投信保有者に対してき

め細かなサービス提供を

行い、顧客満足度を高めて

いくことを目的としてい

る。 

アフターフォローの実施

を臨店指導項目の中にい

れ、実施率の低い店舗に

関しては、臨店の都度、

アフターフォローの重要

性を指導し、実施率アッ

プに努めた。また、月初

めに前月までのアフター

フォロー実施状況を各営

業店にメールにて配信

し、自店の実施状況を意

識させるようにした。 

実施状況の配信を始めた

頃（7 月末）は実施率が

65％であったが、直近（2

月末）の実施率は 88％へ

と改善した。 

【評   価】 

アフターフォローの実施

は、投信販売業務を行って

いく上で必要不可欠なも

のであり、顧客保護態勢の

強化、永続性ある経営の確

立という観点からは非常

に重要度の高いものと考

える。そのような意味から

すると、今回のアフターフ

ォロー実施率アップへの

取り組みに対する評価は、

高いものと思われる。 

【今後の課題】 

きめ細かなサービス提供

が今後の課題であり、アフ

ターフォローによってお

客様との信頼関係を更に

深めていく必要がある。そ

のためには、職員のアフタ

ーフォローに対するスキ

ルアップが重要と考える。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   不正取引防止・金融犯罪防止への対

策の強化～異常取引の検知機能の

強化(システムの強化) 

当金庫の預金口座を不正

利用口座として使用させ

ない、また1件でも被害を

防ぐため。 

どなた様にも、当金庫の口

座と言うことで安心・信頼

して取引が行ってもらえ

るように。 

不正取引防止のための本

人認証機能の向上 

・4月1日より生体認証カ

ードの取扱を開始し、

ＡＴＭでの不正取引防

止のための本人認証機

能の向上を図った。 

異常取引検知機能の強化 

・オンライン機能、不正

利用口座のモニタリン

グ条件（検知ルール）

を 8 項目（僚店口座開

設、少額口座入出金、

同一先振込、時間内出

金、再活動口座、個人

複数振込、少額入出金、

異端末取引）を追加し

た。 

・犯罪利用目的の特徴に

口座開設時のインター

ネットバンキング同時

申込追加し、新規開設

時のチェック項目とし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

検知機能が強化された検

知システムにより、抽出さ

れた11件の不正利用口座

に対し早期の対応により

以後の不正利用、被害者の

拡大を未然に防止できた。 

【評   価】 

モニタリング条件項目（検

知ルール）を追加し、不正

利用検知の性能をアップ

した。 

【今後の課題】 

異常取引の検知対応の精

度向上。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

  統合的なリスク管理態勢の構築と活用 

   統合的なリスク管理手法の高度化 地域密着金融の深化と独

自性のさらなる発揮に積

極的に取り組むためには、

まず経営基盤を確固たる

ものとする必要がある。そ

のためには、当金庫におい

ては、計量可能なリスクと

計量できないリスクを総

体的にとらえ、自己資本と

対比することにより、金庫

におけるリスク顕在化を

防止するとともに、健全な

収益確保を目的として、統

計的手法を取り入れた信

用リスク量及び市場リス

ク量の計測を行い、自己資

本管理の一環としての統

合的リスク管理手法の高

度化を目指した。 

統合的リスク管理の周知 

本部、営業店職員に対し、

リスク管理委員会や研修

会で周知を行った。 

貸出金信用リスク計測方

法の変更 

法人の集中化リスクを解

消するため、法人・個人

事業主・個人を各々のモ

ンテカルロ・シミュレー

ションし、単純合計する

方法へ変更した。 

市場リスク計量方法の変

更 

貸出金、預け金及び預金

の科目別ＶａＲの保有期

間を 3 ヶ月から 6 ヶ月に

変更し、科目間の相関係

数を利用せずに科目別Ｖ

ａＲを単純合計とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・配賦限度枠管理の重要性

を周知することにより

収益につながった。 

・法人の集中化リスクに対

する把握が可能となっ

た。 

・金融危機等のリスク顕在

化の際には、当金庫に対

するダメージを軽減で

きる効果が期待され、ま

たハイリスク金融商品

への投資及び過多なロ

ングポジションへの投

資を抑制する効果があ

った。 

【評   価】 

リスク顕在化の防止およ

び有価証券運用には大き

な役割を果たしている。 

【今後の課題】 

・継続的な研修会等の開催 

・貸出金における科目別・

種類別・業種別・融資額

段階別・大口融資先・エ

リア別等の信用リスク

の計量化が今後の課題

といえる。 

・「計量化できないリスク」

をいかに統合的リスク

管理に組み込んでいく

かが、今後の課題といえ

る。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   各リスク管理部門との連携｢つなぐ

力｣ 

今般の金融・資本市場の混

乱を通じて、信用金庫を取

り巻く経営環境はますま

す業務の多様化を迫られ、

金融機関に内在するリス

クは今や複雑化・巨大化す

る一方である。 

このような環境変化に対

応するためには、業務範囲

や方法を固定することな

く各リスク管理部門が連

携し、有効かつ実効性のあ

る統合的リスク管理を行

うことにより、信用金庫の

健全性を一層高めつつ、リ

スクを考慮した最大限の

収益確保を目指すことと

した。 

リスク管理委員会の強化 

各リスク管理部門との連

携を図る中心的な役割を

持つリスク管理委員会の

役割および報告体制の明

確化を図った。 

各リスクカテゴリーにお

ける報告体制および各リ

スクカテゴリーにおける

リスク管理の状況を各委

員が共有する体制は整っ

た。 

【評   価】 

各リスクカテゴリーにお

ける報告体制は整えてい

る。 

【今後の課題】 

下記の事項について対応

策の協議を行い、関連部署

への改善・指示を組織的か

つ統合的に行うことが必

要である。 

・自己資本および収益に重

大な影響を与えるリス

クの特定 

・潜在リスクの監視 

・リスク顕在化の未然防止 

・リスク管理の状況の検証 

   限度枠管理の強化 従前から当金庫は、有価証

券の保有限度枠等の取決

めは行っていたが、リスク

顕在化への抑止効果およ

びモニタリング事務の簡

略化を中心に、平成21年

度においても、引き続き統

合的リスク管理の一環と

しての限度枠管理の整備

を図り、限度枠管理の強化

を図ることとした。 

保有限度枠、リスク限度

枠および損失限度枠につ

いての取扱要領の見直し

を行った。 

限度枠超過時の具体的対

応策を要領化するととも

に、その他保有および満期

保有の評価損益、当期減損

見込額、実現損益および利

息配当金に着目した「総合

損益ベース」に改定するこ

とにより、有価証券運用効

率は大幅に改善した。 

【評   価】 

市場リスクについては、当

金庫の資産規模やリスク

特性をある程度把握した

限度枠設定になっている。 

【今後の課題】 

限度枠の設定は、自己資本

や業務純益等を考慮し、経

営体力と比較して過大な

設定になっていないか求

められており、定期的に見

直す必要がある。 
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分 

 

類 

大 

項 

目 

中 

項 

目 

小 

項 

目 

タ イ ト ル 動機（経緯） 取組み内容    成果（効果）    
取組み状況に対する評価

および今後の課題    

   自己資本の充実度の強化 地域密着金融の深化と独

自性のさらなる発揮に積

極的に取り組むためには、

まず経営基盤を確固たる

ものとする必要がある。そ

のためには、自己資本管理

の一環として、ＡＬＭ（資

産・負債管理）および統合

的リスク管理を通じての

自己資本充実に関する施

策を実施することとした。 

リスク管理委員会におい

て、統合的リスク管理に

おける対自己資本使用状

況や自己資本の十分性の

検証を行うこととした。 

その他有価証券の評価差

損の改善により、自己資本

の充実が図られた。 

【評   価】 

自己資本の充実度の評価

については、リスク管理委

員会で対自己資本使用状

況等の報告を行っている。 

【今後の課題】 

・自己資本充実度に関する

事項の周知 

・十分な自己資本を維持す

るための方策 

・自己資本対比でのリスク

許容度の検討 

・自己資本の十分性の検証 

・月次ベースでの自己資本

比率の算出 

 人材の戦略的な育成・活用 

  課題解決型金融を担う目利き力を有する人

材の育成 

地域中小零細企業への的

確な指導と、企業の将来

性、技術力を的確に評価で

きる能力の向上を図り、信

用リスク管理の徹底と地

域の中小企業の発展に貢

献するため。 

職員階層別の目利き研修

を年間スケジュールに基

づき実施、その他、外部

研修に職員を派遣した。

また審査部主催による

「審査トレーニー」によ

り目利き能力向上を図っ

た。 

外部研修派遣59名、審査

トレーニー40名 

【評   価】 

計画通りに実施した。 

【今後の課題】 

階層別の目利き研修や外

部講師による集合研修等

実施し、能力向上に努めた

が、完全とはいえず、更な

る強化が必要であり、今後

も充実していく。 

 

 

 

 

 

 


